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都道府県別の高齢化率をみると、東京、大阪、

愛知を中心とした三大都市圏で低く、それ以外

の地域で高い。平成17（2005）年現在の高齢化

率は、最も高い島根県で27.1％、最も低い沖縄

県で16.1％となっている。12（2000）年と比べ

るとすべての都道府県で高齢化率は上昇し、全

国的に高齢化が進行している（表１－１－８）。

今後、全国的に高齢化が一層進行すると考え

られているが、人口構造の違いをみると、中長

期的には都市部においてむしろ高齢化が急速に

進行すると考えられる。

市町村の高齢化率をみると、市では最も高い

北海道夕張市で39.7％、最も低い千葉県浦安市

で9.1％となり、その差は30.6ポイントで、平成

12年の26.5ポイントに比べ拡大している。

町村では，群馬県南牧村と三重県紀和町がと

もに53.4％で最も高く、東京都小笠原村（8.5％）

が最も低くなっている（表１－１－９）。

平成12（2000）年から17（2005）年に高齢化

率が上昇したのは2,199市町村で、全体の99.2％

となっている。高齢化率が30％以上の市町村は

25.9％を占めている（図１－１－10）。
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資料：総務省「国勢調査」�
（注）東京都区部は１市として扱った。�
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図１－１－10 市町村の高齢化率別の推移
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コラム�

都市と地方の人口構造の差

全国の人口の年齢構造を示した図をみると、「団塊の世代」を中心とする世代が最も多く、次いで、

1970年代前半生まれの「団塊ジュニア世代」が多くなっており、２つの山を形成している。

首都圏の高齢化率をみると、現在、全国平均に比べて低い数字となっているが、人口の年齢構造を

示した図でみると、全国図と同じように「団塊の世代」と「団塊ジュニア世代」が大きな２つの山と

なっており、今後、この２世代の年齢が推移していくことによって、首都圏でも高齢化が急速に進行

することが見込まれる。

一方、都道府県のうち最も高齢化率が高い島根県の人口の年齢構造を示した図をみると、高齢者の

層が厚く、「団塊の世代」が特に大きな山となっているが、「団塊ジュニア」世代は目立つ山を形成し

ていない。

こうした人口構造の違いをみると、中長期的にみれば、むしろ首都圏のような都市部において高齢

者の増加が顕著になっていくと考えられる。
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資料：総務省「国勢調査」（平成17年）より作成�
（注）首都圏とは東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県�
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高齢化率がまさに21％に達するという我が国

においてその要因は大きく分けて、①平均寿命

の延伸による65歳以上人口の増加並びに②少子

化の進行による若年人口の減少である。

高齢化の要因は何か3
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（注）平成17年までは確定値、平成18年は推計値である。�
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図１－１－11 死亡数及び死亡率の推移
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（1）死亡率の低下に伴う平均寿命の延伸

戦後、我が国の死亡率（人口1,000人当たりの

死亡数）は、生活環境の改善、食生活・栄養状

態の改善、医療技術の進歩等により、乳幼児や

青年の死亡率が大幅に低下したため、昭和22

（1947）年の14.6から約15年で半減し、38（1963）

年に7.0になった。その後はなだらかな低下を続

け、54（1979）年には6.0と最低を記録した。

その後、近年の死亡率はやや上昇傾向にあり、

平成17（2005）年は8.6（死亡数は108万3,796人）

となっており、18（2006）年には推計で8.7（死

亡数は109万2,000人）程度になるものと見込ま

れている（図１－１－11）。

この死亡率の上昇傾向は、高齢化の進展によ

り、他の年齢階層と比べて死亡率が高い高齢者

の占める割合が増加したことによるものであり、

人口の年齢構成に変化がないと仮定した場合の

死亡率は依然として低下傾向にある。

65歳以上の高齢者の死亡率は、戦後低下傾向

が続いており、昭和25（1950）年の71.5から、55

（1980）年には47.4、平成17（2005）年には34.6

となっている。

また、高齢者の死亡率を男女別にみると、い

ずれの年齢層においても女性の死亡率が男性の

死亡率を大きく下回っている（図１－１－12）。

我が国の平均寿命は、平成17（2005）年では

男性が78.56年、女性は85.52年と、前年と比べ

て男性は0.08年、女性では0.07年下回った。

過去の推移をみると、死亡率の低下に伴い、

大幅に延伸している（前掲図１－１－７）。

（2）少子化の進行による若年人口の減少

我が国の戦後の出生状況の推移をみると、出

生数は、第１次ベビーブーム（昭和22（1947）

～24（1949）年・この間の出生数805万7,000人）、

第２次ベビーブーム（46（1971）～49（1974）

年・この間の出生数816万2,000人）の二つのピ

ークの後は減少傾向にあり、平成17（2005）年

の出生数は106万3,000人、出生率（人口1,000人

当たりの出生数）は8.4となっている。

また、合計特殊出生率（その年次の15歳から

49歳までの女子の年齢別出生率を合計したもの

で、１人の女子が仮にその年次の年齢別出生率

で一生の間に生むとしたときの子ども数に相当

する。）は、第１次ベビーブーム以降急速に低下

し、昭和31（1956）年に2.22となった後、しば

らくは人口置換水準（人口を維持するために必

要な水準2.1程度）で推移してきたが、50（1975）

年に1.91と2.00を下回ると、平成５（1993）年に

1.46と1.50を割り込んだ。その後も低下傾向は続

き、17（2005）年には1.26と過去最低を記録し

た。また、東京都では1.00となるなど、大都市

を含む地域が低い水準となっている。

（1）過去最高となった社会保障給付費

国立社会保障・人口問題研究所の「平成16年

度社会保障給付費」により、まず、社会保障給

付費（年金・医療・福祉その他を合わせた額）

全体についてみてみると、平成16（2004）年度

は85兆6,469億円となり過去最高の水準となっ

た。また、国民所得に占める割合は、昭和45

（1970）年度の5.8％から23.7％に上昇している

（図１－１－13）。

（2）高齢者関係給付費は引き続き増加

社会保障給付費のうち、高齢者関係給付費

（国立社会保障・人口問題研究所の定義におい

て、年金保険給付費、老人保健（医療分）給付

費、老人福祉サービス給付費（介護対策給付費

等）及び高年齢雇用継続給付費を合わせた額）

についてみると、平成16（2004）年度は60兆
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6,537億円、社会保障給付費に占める割合は

70.8％となっており、前年度の70.4％から0.4ポ

イント上昇し、増加傾向が続いている。

（1）今後半世紀で世界の高齢化は急速に進展

2005（平成17）年の世界の総人口は65億1,475

万人であり、2050（62）年には91億9,129万人に

なると見込まれている。

総人口に占める65歳以上の者の割合（高齢化

率）は、1950（昭和25）年の5.2％から2005（平

成17）年には7.3％に上昇しているが、さらに

2050（62）年には16.2％にまで上昇するものと

見込まれており、今後半世紀で高齢化が急速に

高齢化の国際的動向5

資料：UN，World Population Prospects： The 2006 Revision�
（注１）平均寿命及び合計特殊出生率は、1950－1955年、2000－2005年、2045－2050年�
（注２）先進地域とは、ヨーロッパ、北部アメリカ、日本、オーストラリア及びニュージーランドからなる地域をいう。�

開発途上地域とは、アフリカ、アジア（日本を除く）、中南米、メラネシア、ミクロネシア、ポリネシアからなる地域をいう。�
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進展することになる（表１－１－14）。

（2）我が国は世界のどの国も経験したことのな

い高齢社会となる

先進諸国の高齢化率を比較してみると、我が

国は1980年代までは下位、90年代にはほぼ中位

であったが、21世紀初頭には最も高い水準とな

り、世界のどの国もこれまで経験したことのな

い高齢社会になると見込まれている。

また、高齢化の速度について、高齢化率が

７％を超えてからその倍の14％に達するまでの

所要年数（倍化年数）によって比較すると、フ

ランスが115年、スウェーデンが85年、比較的

短いドイツが40年、イギリスが47年であるのに

対し、我が国は、1970（昭和45）年に７％を超

えると、その24年後の1994（平成６）年には

14％に達している。このように、我が国の高齢

化は、世界に例をみない速度で進行している。

アジア諸国についてみると、今後、急速に高

齢化が進み、特に韓国においては、我が国を上

回るスピードで高齢化が進行し、2005（平成17）

年に9.4％であったものが2050年には35.1％にま

で達すると見込まれている。

地域別に高齢化率の今後の推移をみると、こ

れまで高齢化が進行してきた先進地域はもとよ

り、開発途上地域においても、高齢化が急速に

進展すると見込まれている（図１－１－15）。

（1）「団塊の世代」が高齢期に達すると毎年

100万人ずつ高齢者が増加

「団塊の世代」といわれる昭和22（1947）～

24（1949）年に生まれた者は、出生数で約806万

人、平成17年10月現在の人口で約678万人、総

人口に占める割合は約5.3％という人口構造上、

大規模な集団である。国立社会保障・人口問題

研究所の「日本の将来推計人口」（平成18年12

月推計）によれば、「団塊の世代」が65歳に到

達する24（2012）～26（2014）年には、65歳以

上の高齢者が年に約100万人ずつ増加すると見

込まれている（図１－１－16）。

（2）「団塊の世代」が希望する雇用・就業形態

は多様である

労働政策研究・研修機構の調査結果によれば、

「団塊の世代」が所得を伴う仕事をしたいと考え

ている上限年齢は、65歳が42.5%で最も多く、次

いで70歳が23.9%となっている。

また、60歳以降就業を希望する雇用・就業形

態をみると、60歳以降に正社員や契約社員・嘱

託で働くことを希望する人の割合は、年齢が高

くなるにつれて順次低下し、短時間勤務やボラ

ンティア活動を希望する人の割合が増えてくる

ことから、加齢により希望する雇用・就業形態

は多様化するようになる。

一方、「団塊の世代」が自身の職業能力をどの

ように評価しているかについては、仕事を始め

て数年の若い人との比較で尋ねた結果をみると、

最も多かった「上回っている」と次いで「かな

り上回っている」とする人を合わせて３分の２

程度となっている。加えて、自己の技能や技術

を後継者に伝達すべきとした人が６割強いるこ

とから、技能に対する自信、技能継承への意識

は高いといえる。

（3）「団塊の世代」が社会に与えたインパクト

高等学校、大学への進学率は、「団塊の世代」

が学齢に達した頃に目立って上昇しており、

50％程度であった高等学校の進学率は「団塊の

世代」が高校に進学した昭和37（1962）年には

約64％に達した。その後も、高等学校、大学の

進学率は上昇し続けたが、「団塊の世代」は高学
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「団塊の世代」の高齢化6
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資料：UN，World Population Prospects: The 2006 Revision�
ただし日本は、総務省「国勢調査」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」の出生中位・死亡中位
仮定による推計結果による。�

（注）先進地域とは、北部アメリカ、日本、ヨーロッパ、オーストラリア及びニュージーランドをいう。�
開発途上地域とは、アフリカ、アジア（日本を除く）、中南米、メラネシア、ミクロネシア、ポリネシアからなる地域をいう。�
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図１－１－15 世界の高齢化率の推移
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歴化の象徴であった（図１－１－17）。

「団塊の世代」のうち三大都市圏に居住する

者は、「団塊の世代」が生まれた頃（昭和25

（1950）年）は約３割であったが、進学時・就職

時に都市へ移住したことで、平成17（2005）年

には約半数が三大都市圏に居住しており、都市

化の動きが確認できる（表１－１－18）。

また、「団塊の世代」が生まれた年には、就業

者に占める雇用者の割合は３割程度だったが、

現在、「団塊の世代」の約７割は雇用者となって

おり、「団塊の世代」はサラリーマン化を定着さ

せてきた。さらに、そうした中で、「サラリーマ

ンの夫、専業主婦の妻と子供」という核家族の

形態も増加することとなった（表１－１－19）。
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資料：文部科学省「学校基本調査」より作成�
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図１－１－17 進学率の推移

資料：「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」の出生中位・
死亡中位仮定による推計結果より作成�
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図１－１－16 「団塊の世代」が高齢期に

達する時期に推計される高

齢者の増加数
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資料：総務省「国勢調査」より作成�
（注）1975～1985年については20％抽出結果による。�

○「団塊の世代」（56～58歳）は2005年調査時点で�
　・労働力人口：約514万人（労働力人口全体の7.9％）�
　・就 業 者 数：約489万人（就業者数全体の8.0％）�

○就業している団塊世代のうち約７割がサラリーマン�
　（2005年における55～59歳の雇用者比率71.5％）�
　　（参考：過去の雇用者比率）�

 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年�
55～59歳 46.4％ 51.1％ 55.4％ 60.9％ 65.3％ 68.9％�
60～64歳 38.2％ 39.5％ 40.1％ 45.8％ 51.0％ 54.6％�

表１－１－19 「団塊の世代」のサラリーマン化

昭和25年�
（a）�

744�

243�

501

平成17年�
（b）�

増減�
（b）－（a）�

▲ 66�

△ 90�

▲156

全　国�

三大都市圏�

その他地域�

（万人）�

�

（32.7%）�

（67.3%）�

678�

334�

345

�

（49.2%）�

（50.8%）�

資料：総務省「国勢調査」�
（注）三大都市圏とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐

阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県をいう。�

表１－１－18 「団塊の世代」の居住状況
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コラム�

家庭電化製品の普及と地方回帰の動向

団塊の世代は、消費文化とともに人生を歩んできたといわれることが多い。

団塊の世代が15歳～17歳であった1964年から27歳～29歳になる1976年にかけて、家庭

電化製品の普及率は急激な伸びをみせ、電気冷蔵庫、電気洗たく機、カラーテレビ、電気掃除機につ

いては団塊の世代が30代半ばを迎える1980年以降ほぼ100%の普及率となるなど、団塊世代の

成長とともに様々な家電製品が普及してきた。

また、近年、都市化の流れで都市に移住した

団塊世代が将来地方へ回帰するのではないかと

いわれているが、年齢別に地方回帰願望を比較

すると団塊世代は他の世代に比べて若干高い程

度である。

資料：内閣府「消費動向調査」より作成�
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資料：内閣府「都市と農山漁村の共生・対流に関する世論調査」
（平成17年）�
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